
洪水氾濫時・土砂災害発生時における被害最小化策のあり方について

・これまでは治水・砂防関係施設の整備により、洪水氾濫や土砂災害その
ものを発生させないための対策を推進

・気候変動等の影響により、集中豪雨等による被害が増加し、この傾向は
今後も続く見込み

これまでの水害・土砂災害対策とまちづくり

近年の治水をとりまく状況

○災害を受ける側が自らの生命や財産を守れるようにすることが重要

基 本 的 認 識

洪水氾濫や土砂災害
そのものを発生させな
い対策

氾濫等が発生した場合でも
洪水氾濫域等で被害を最
小化する対策

氾濫時等被害最小化策が目指すもの

○氾濫域等における対策を効果的に進めるため、浸水被害を受けない
高さの基準を共有

氾濫等が発生している状況においても、できるかぎり人命を守ること、社会機
能の継続・早期回復を図ることを主眼におき、以下のような地域形成を目指す

①氾濫時等も被害にあいにくい住まい方等へ転換する

②氾濫流制御施設により洪水氾濫等のエリアを拡大させない

③確実かつ円滑な避難を可能にする

④救援・復旧・復興を効果的に行えるようにする

・被害拡大の防止 ・早期排水など容易な復旧

・確実な避難のための避難者の少数化

・氾濫時等にも機能する避難場所、避難路の確保

・確実な避難誘導のための情報作成・発信・流通

・氾濫時等における基礎的公共施設、ライフライン等の機能維持

・氾濫時等にも機能する浸水等しない救援路、復旧路の確保

氾濫時等被害最小化策と治水施設等の整備との関係

治水施設等の整備と氾濫時等被害最小化策としての施設整備は、被害軽減
効果、コスト、実現可能性、事業スピード等、施設の整備途上も含めた時間軸
を入れた効果を評価し、最適バランスで整備

氾濫時等被害最小化策の進め方

市町村、河川管理者、砂防関係事業者及び各施設管理者等の関係機関が
共同して、具体的な対策内容と危機管理行動計画をとりまとめ

（地域防災計画や各種地域計画に反映）

これまでの水害・土砂災害対策

・限られた投資余力の中で、施設整備には時間がかかり、施設の整備途
上で被災

・高齢化社会の到来等により、氾濫した場合の備えがますます重要

・これにより、さまざまな土地利用を可能にする一方、水害・土砂災害対策
とまちづくり等の連動は薄れてきたきらい

○従来からの河川行政による対策だけでなく、まちづくりや住まい方、
個々人の対応を含め、関係する様々な主体（都市計画、住宅、公園、
下水道、道路等）により総合的に取り組むことが重要

これまでの対策に加え新たに展開

あわせて



具 体 的 施 策

１．被害にあいにくい住まい方等への転換

２．被害エリアの拡大を防止するための氾濫流制御

（１）被害エリアの拡大を防止するための氾濫流制御施設の整備
・二線堤の整備
・鉄道、道路等の活用

（２）氾濫した場合の排水体制の強化
・排水ポンプ車等の資機材の緊急的な調達・相互融通

３．迅速かつ確実な避難・救援の実現

（１）氾濫時等にも機能する避難場所の確保
・総点検による見直し
・近隣のビルや道路（サービスエリア等）の利用

（２）氾濫時等にも機能する避難路・救援路の確保
・総点検による見直し
・高架道路への緊急時のアクセス確保

（３）集落の孤立化への対応
・生命線となる重要交通網の土砂災害対策
・情報連絡網の整備
・防災上重要な施設（市町村役場、医療関係施設、避難場所）の保全

４．復旧・復興も考慮した施設機能の維持

（１）氾濫時等における基礎的公共施設、ライフラインの機能維持

（２）氾濫時等にも機能する救援路、復旧路の確保

５．氾濫時等を想定した治水・砂防関係施設の整備等

（１）土地利用規制と一体的に実施する治水・砂防関係施設の整備

（２）総点検に基づく河川管理施設の弱点箇所に対する対策の実施

（３）河川と下水道の貯留施設等の最適運用

（４）砂防関係施設の整備の重点化
・災害時要援護者関連施設、避難所の安全確保対策等

（５）台風進路予想等を踏まえた事前の危機管理体制の確立

（６）大規模斜面崩壊への危機管理体制の確立

（４）確実な避難誘導のための情報提供

①警戒避難に関する正しい知識の取得

②洪水発生時に注意を要する箇所等の危険情報の提供

③受け手にとってわかりやすいハザードマップの充実
・形態別に浸水想定区域を表示
・住民がとるべき行動を記載

④浸水センサーの設置、浸水モニター制度の導入による氾濫域の浸水情報
の収集

⑤土砂災害に対する避難勧告の客観的な発令基準の設定
・地域防災計画に反映 ・アドバイザー制度の創設

⑥土砂災害の発生予測情報や前兆現象等の提供による自主避難の支援

⑦多様な手段を活用した情報提供の実施

（５）危機管理行動計画の策定

（１）まちづくりと連動した被害最小化策の推進
・ハザードマップ等の内容を都市計画に反映
・災害危険区域等の土地利用規制

（２）浸水に強い建築構造等への誘導
・ピロティー化、止水壁の設置

（３）浸水被害を想定した機器等の配置、施設の利用

（４）浸水時における危険物の流出防止

（５）止水板・土嚢等の常備への誘導

（６）個々の地域の危険度が実感できる情報提供
・市街地での氾濫危険水位の表示
・ハザードマップの充実

（７）現況の治水施設能力を考慮した地区毎の危険度の公表




